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　タイ王国における繊維産業は、112万人の労働力を抱え、輸出額に占める割合は逓減傾

向にあるとはいえ13.1％（1994年）を占め、依然として主要産業といえます。

　元来、同国繊維産業は、旺盛な起業家精神と低廉・豊富な労働力を利用し、比較的短

期間のうちに重要生産拠点としての現在の地位を築き上げました。その一方で、同国の

目覚ましい経済成長の結果、都市部を中心とした労働供給の行き詰まりにより製造業労

働者の実質賃金が上昇したこと、通常、経営者および役員層がすべての事業管理を行っ

ているため、現場の従業員の品質向上などへの参加意識が弱いこと、専門家を育成する

繊維系専門学校や試験研究機関などが少ないこと、さらに賃金水準の低い中国、インド

ネシア、ヴィエトナムなどの周辺諸国が外資の導入化・貿易自由化などの経済自由化政

策のもとで安価な製品を輸出するようになってきていることなどから、労働集約産業で

ある同国の繊維・衣料産業の比較優位が揺らいできています。このような状況下、同産

業の生き残りのため、特に中小の繊維企業の製品の品質の向上が喫緊の課題となってき

ています。

　このような背景のもと、タイ政府は、中小繊維企業の技術の向上を目指し、工業省

（MOI）繊維産業課（TID）の試験・検査体制をさらに強化することを目的として、わが

国に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

　この要請を受け、わが国は、国際協力事業団を通じ、1996年２・３月に事前調査団を

派遣し、案件の妥当性およびプロジェクト方式技術協力の実施可能性の確認を行うとと

もに、並行して長期調査員を派遣して中小繊維産業の実態を調査しました。さらに、

1996年７・８月に再度長期調査員を派遣し、協力の詳細について調査・検討を行った

後、1996年10月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）などの署名・交換を行い

ました。

　本件プロジェクトは、R/Dに基づき、1997年３月１日から４年にわたる技術協力を実施

中ですが、協力開始後ちょうど２年を経過した現時点において中間評価（レビュー）を

実施し、技術移転の進捗状況を把握したうえで、今後の協力計画を必要に応じ見直すた

めに、1999年３月14日から３月24日まで巡回指導調査団を派遣しました。

　本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関

しご協力いただいた日本・タイ両国の関係各位に対し、深甚の謝意を表するとともに、

あわせて今後のご支援をお願いする次第です。
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第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯１－１　調査団派遣の経緯１－１　調査団派遣の経緯１－１　調査団派遣の経緯１－１　調査団派遣の経緯

　タイ王国の繊維産業は、112万人の労働力を抱え、輸出額に占める割合は逓減傾向にあるとは

いえ13.1％（1994年）を占め、依然として主要産業といえる。

　しかしながら、都市部を中心とした労働供給の行き詰まりにより製造業労働者の実質賃金が上

昇し、一方で賃金水準の低い中国、インドネシア、ヴィエトナムなどの周辺諸国が外資の導入

化・貿易自由化などの経済自由化政策のもとで安価な製品を輸出するようになってきているた

め、労働集約産業である同国の繊維・衣料産業の比較優位が揺らいできており、その生き残りの

ため、特に中小の繊維企業の製品の品質の向上が喫緊の課題となっている。

 このような背景のもと、タイ政府は、中小繊維企業の技術の向上をめざし、工業省（Ministry

of Industry : MOI）工業振興局（Department of Industrial Promotion : DIP）工業セク

ター開発部（Bureau of Industrial Sectors Development : BISD）繊維産業課（Textile

Industry Division : TID）が中小繊維企業に対し技術指導を行っているところであるが、試

験・検査設備をほとんど保有していないこれらの企業のためにTIDがより質の高い試験・検査サー

ビスなどを提供していくことができるよう、TIDの試験・検査体制をさらに強化することを目的

として、わが国に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請を受け、わが国は、国際協力事業団を通じ、1996年２～３月に事前調査団を派遣し、

案件の妥当性およびプロジェクト方式技術協力の実施可能性の確認を行うとともに、並行して長

期調査員を派遣して中小繊維産業の実態を調査した。さらに、1996年７～８月に再度長期調査員

を派遣し、協力の詳細について調査・検討を行った後、1996年10月に実施協議調査団を派遣し、

討議議事録（R/D）などの署名・交換を行った。

　一方、R/D署名・交換とほぼ同時期（1996年10月１日）にタイ側監督官庁にあたるDIPの機構改

編が発表され、その後、半年以上かけて実施機関のTIDを含む末端の組織までの改編が行われた。

　このため、1997年３月１日から４年間のプロジェクトとして協力が開始された後、同年３～４

月にかけて当初予定していた４名の長期専門家を派遣し、まず、上記の組織改編に対応する形で

供与機材のレイアウトの見直しを実施した。

　1997年10月に実施された計画打合せ調査において、この改編に伴い本プロジェクトの対象部門

に当初予定していたLAB1、2に加え、LAB3も加わることを確認するとともに、可能な範囲で品質

管理システムに対する協力も実施することとした。

　その後、主要な供与機材が徐々にプロジェクト・サイトに搬入されて据え付け・操作指導が実

施され、プロジェクトの技術移転活動も本格化してきたところではあるが、本プロジェクトの協

力期間は４年であるため、1998年度末までに巡回指導調査団を派遣し、中間評価（モニタリン
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グ）を実施し、これまでの技術移転の状況を確認のうえ、右結果を踏まえて後半期の技術協力計

画の見直しを実施する必要があった。

　ただし本プロジェクトの場合、1999年初めには長期専門家全員の交代が予定されていたなか

で、新実験棟への移転計画作成の遅延や本プロジェクトの協力対象となっているTIDの試験検査

部門のタイ繊維研究所注１（Thailand Textile Institute : TTI）への移管問題といったプロ

ジェクトの進捗に大きな影響を及ぼすと考えられる問題も持ち上がっていたこともあり、中間評

価に先立ち、かかる問題点の把握をするとともに可能な範囲で技術移転の状況を確認し後半期の

技術協力計画案を策定することを目的として、1998年12月に運営指導チームを派遣した。専門家

チーム及びタイ側と協議の上、後半期の技術協力計画、実験棟の移転計画及びTTIとのデマケー

ションといった重要項目に関し、それぞれの方向性について日・タイ関係者の認識を一にし、ミ

ニッツとして取りまとめ、署名・交換を実施した。

　本プロジェクトは、現在、上記調査結果をも踏まえ、業務調整員と化学試験担当長期専門家の

延長を決定し、1999年３月現在、長期専門家６名（うち２名は３月中に帰国予定）が現地に派遣

され、技術移転を実施している。

１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的

　今次巡回指導調査は、上記運営指導の結果を踏まえ、中間評価（モニタリング）を実施し、技

術移転の進捗状況を把握したうえでプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）や後半期の技

術協力計画（TCP）などの計画管理諸表の再検討を実施するとともに、新実験棟への移転計画（同

棟の建設状況の確認を含む）など、プロジェクト運営上の懸案事項について専門家チームおよび

タイ側と協議し、合意結果をミニッツに取りまとめることを目的として派遣するものである。

１－３　主要調査項目１－３　主要調査項目１－３　主要調査項目１－３　主要調査項目１－３　主要調査項目

　(1) 中間評価に関する説明

　(2) PDMの確定

　(3) 中間評価（モニタリング）の実施

　　ア．これまでのプロジェクト活動と右活動による成果・目標の達成状況の確認

　　　以下の資料を作成し、実施する。

　　　(ｱ) 専門家派遣実績表

　　　(ｲ) 研修員受入れ実績表

　　　(ｳ) 機材供与実績（稼働状況）表（日本側供与分・タイ側購入分）

　　　(ｴ) カウンターパート配置一覧表（総表および技術移転項目別）

　　　(ｵ) プロジェクト関連の予算、決算対比表
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　　　(ｶ) 技術協力計画進捗状況表

　　　(ｷ) その他必要な計画管理諸表（技術協力計画（TCP）、活動計画（PO）、暫定実施計画

（TSI）など）

　　イ．プロジェクト目標達成のため、今後、必要となる活動および投入の確認・検討

　　ウ．技術協力計画（TCP）などの計画管理諸表の見直し

　　エ．11年度活動計画の確定

　　オ．プロジェクト実施のための運営管理体制の確認

　　　（タイ側予算措置、カウンターパートの配置状況および計画、新実験棟への移転計画な

ど）

　　カ．その他今後のプロジェクト運営上の問題点（TIDとTTIのデマケーションの再確認含む）

１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成

　氏　名 　担当業務 　　　　　　　　　所　　　　　　　属

山下　　誠 団長・総括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課　課長代理

村松　賢一 技術協力計画 通商産業省　生活産業局　繊維課　織物第一係

原　　一正 技術移転計画 財団法人　綿スフ織物検査協会　試験研究部　試験課長

廣澤　　晃 物理試験 株式会社レナウンアパレル科学研究所　部長

近藤　啓治 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課

注１　1996年10月、工業省のサポートにより、すべての繊維工業団体のイニシアティブ、閣議決定により設立さ

れたインスティテュート。1998年９月のTTIの理事会で、TIDの繊維・衣料部門の試験施設をTTIへ移管すること

が決定されている。
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１－５　調査日程１－５　調査日程１－５　調査日程１－５　調査日程１－５　調査日程

日順 　日付 曜日  時間 　　　　　　　　行　　　　　程

 １ ３月14日  日 11:00 成田発 （JL717）

15:55 バンコク市着

19:00 専門家チームとの打合せ(0) （調査日程の確認）

 ２ ３月15日  月 09:00 JICA事務所との打合せ

11:00 工業省工業振興局（DIP）表敬

13:30 繊維産業課(TID)との協議(1) (調査日程､調査目的の確認)

14:30 サイト視察

15:00 専門家チームとの打合せ(1)

 ３ ３月16日  火  終日 専門家チームとの打合せ(2)

 ４ ３月17日  水  終日 TIDとの協議(2)

 ５ ３月18日  木  終日 TIDとの協議(3)

 ６ ３月19日  金  午前 TIDとの協議(4) （ミニッツ（案）作成）

 午後 DIPとの協議(1)

 ７ ３月20日  土  終日 専門家チームとの打合せ(3)

 ８ ３月21日  日  終日 資料整理

 ９ ３月22日  月 09:00 TIDとの協議(5) （ミニッツ（案）協議）

 10 ３月23日  火 09:00 DIPとの協議(2)

11:00 合同調整委員会 （DTEC, JETRO, JODC出席）

　　　　　 　 団　長 　　　　 その他の団員

バンコク市泊 22:50　 バンコク市発（JL718）

 11 ３月24日  水  終日 タイ金型第２次短期調査  6:15　 成田着
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１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト

〈タイ側〉

　(1) Department of Technical and Economic Cooperation (DTEC)

　　　Hathaichanok Siriwadhanakul External Cooperation Officer

　(2) Depertment of Industrial Promotion (DIP)

　　　Manu Leopairote Director General

　　　Damri Sukhotanang Deputy Director General

　　　Satit Sirirangkamanont Deputy Director General

　　　Uraiwan Chandrayu Director, International Cooperation Division

　(3) Bureau of Industrial Sectors Development (BISD)

　　　Suchart Intarachote Director

　(4) Thai Textile Institute (TTI)

　　　Chane Boonsong Executive Director

　(5) Textile Industry Division (TID)

　　　Chanudom Athicharoenkit Director

　　　Booppa Tuentam Scientist

　　　Pissamai Likitbanakorn Scientist

　　　Aruna Thongthawarn Scientist

　　　Sararat Lerdverasirikul Scientist

　　　Kanjana Padermpol Scientist

　　　Pensri Thongnopkhun Scientist

〈日本側〉

　(1) JICAタイ事務所

　　　岩口　健二 所長

　　　梅崎　裕 次長

　　　中本　明男 所員
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　(2) JETROバンコックセンター

　　　野中　哲昌 次長

　(3) JODCバンコック事務所

　　　松永　聡 所員

　(4) タイ繊維・衣料製品試験・検査技術向上専門家

　　　幾原　敏行 チーフアドバイザー

　　　三木　常秀 チーフアドバイザー

　　　松村　博之 業務調整員

　　　新元　清彦 化学試験

　　　岩田　義忠 化学試験

　　　西谷　友四郎 物理試験・検査
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第２章　調査・協議結果第２章　調査・協議結果第２章　調査・協議結果第２章　調査・協議結果第２章　調査・協議結果

２－１　調査結果（要約）２－１　調査結果（要約）２－１　調査結果（要約）２－１　調査結果（要約）２－１　調査結果（要約）

　(1) 中間評価の実施

　　主に以下の作業を通じ、中間評価を実施した。

　　１）技術移転進捗状況表の作成　（Annex 4-1、4-2）

　　２）技術移転項目の確定　　　　（Annex 5）

　　３）技術協力計画の見直し　　　（Annex 6-1、6-2）

　　４）PDMの見直し 　　　　　　　（Annex 2）

　　評価の結果、技術面での移転は順調に推移しているものの、カウンターパート個人ではな

く、組織に内部留保したり、あるいは、プロジェクトのターゲットグループである民間企業へ

提供するための制度（試験所運営管理制度、品質保証制度（Quality Management System））

が弱体であるために、結果として必ずしも移転された技術が有効に活用され得る環境にないこ

とが確認された。

　　このため後半の２年間は、技術的自立発展性の強化はもちろんのこと、むしろその主眼を上

記制度の確立を通じた組織的自立発展性の強化に置くことを確認した。

　　なお上記との関連で、1998年12月の運営指導の結果、移転を機にTIDの組織をこれまでの建

屋別から目的別（物理試験・化学試験）に再編することを提案し、先方の原則同意を得たが、

その後の人員配置の見直しがはかばかしくなかったので、各カウンターパートの適性とこれま

でに修得した技術移転項目などを勘案し、配置計画（案）を共同で作成した。

　　また、上記制度の確立を踏まえ、日系企業、他の試験機関（COPIT）や協力機関（JETRO,

JODC）との連携も強化したうえで、試験・検査をはじめとする各種サービスの積極的展開を図

ることとした。

　(2) 新実験棟建設および移転計画の作成

　　1998年12月の運営指導の段階では1999年2月中旬に完工する予定となっていた新実験棟の建

設が、クレジットクランチ（貸し渋り）に伴う業者の資金繰りの悪化（300万バーツ不足）の

ため、調査団派遣直前には３月末に、さらに調査期間中には６月初めとなる可能性がある旨、

タイ側から説明がなされた。

　　調査団としては実験棟の建設の遅延は後半期の技術移転の進捗に支障を来すと判断したた

め、調査期間の大半を本計画の作成に充当し、建設業者を招致するなどして交渉に当たった結

果、とりあえず４月第２週には完工するとのラインでタイ側と合意に達した。
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　(3) 今後のスケジュール（詳細はAnnex 12参照）

　　１）新実験棟完工　　　　　　　　　　　　　　４月第２週

　　２）新実験棟備品などの発注　　　　　　　　　４月１日

　　３）新実験棟への移転　　　　　　　　　　　　６月第２週から約１カ月

　　４）新実験棟での機材などの据え付け　　　　　７月から約２カ月間

　　５）開所式（新実験棟TCQCの竣工式に含む）　　11月

　(4) フォローアップ事項

　　１）Annex 20記載事項

　　２）新実験棟（２Ｆおよび５Ｆ）・管理棟の改修計画および改修にかかる予算

　　３）チェンTTI専務理事の動向
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２－２　調査協議事項、対処方針および調査結果２－２　調査協議事項、対処方針および調査結果２－２　調査協議事項、対処方針および調査結果２－２　調査協議事項、対処方針および調査結果２－２　調査協議事項、対処方針および調査結果

０　全般

１　中間評価（レビュ
　ー）の実施

　(1) 中間評価（レビ
　　ュー）の目的と主
　　旨の理解

　(2) 計画管理諸表の
　　見直しないし新規
　　作成

　　ア　PDM

・今次調査は、昨年12月に実施した運営
指導および今年２月に開催されたリー
ダー会議において確認された事項を
ベースに実施するものである。

・プロジェクト開始後すでに２年が経過
していることから、以下を目的として
中間評価（レビュー）を実施する必要
がある。
　「これまでのプロジェクト活動の成果
を的確に把握するとともに、これを踏
まえてプロジェクト目標の達成に向け
て今後どのような活動、投入が必要な
のかを見極め、後半期の活動計画を策
定する。」

・現在、計画管理表の一部に現実にそぐ
わない点があり、中間評価（レ
ビュー）の基本資料として整備が必要
となっている。

・97年10月の計画打合せ調査団において
プロジェクト要約以外の部分について
一部変更しているが、全体についての
見直しは時期尚早ということで、プロ
ジェクトで継続協議することとなって
いた。その後、昨年12月の運営指導時
に、運営指導チーム側からPDMの修正
について方向性を示唆したところ、こ
れを受けてプロジェクトから修正PDM
案が提出されてきている。

・昨年12月の運営指導チー
ム派遣時に署名・交換し
たミニッツの内容を先方
と再確認し、必要があれ
ば今次調査のミニッツに
再度記載するとともに、
内容に変更がある場合は
協議のうえ、必要があれ
ば結果をミニッツに記載
する｡
・上記ミニッツに記載のな
い点については、協議の
うえ、内容に応じミニッ
ツに記載する。

・左記中間評価(レビュー)
の目的について理解を得
る。

・PCM（PDM）導入と並行し
て導入されたモニタリン
グ・評価の視点である評
価５項目について再度説
明し、理解を得る。

・以下の計画管理諸表を見
直し・作成し、それを元
に中間評価（レビュー）
を行っていくことを確認
する。

・プロジェクト案をベース
にPDMの見直し案について
協議を行い、結果をミ
ニッツに記載する。
・なお、「プロジェクトの
概要（上位目標、プロ
ジェクト目標、成果、活
動）」欄を修正する場合
は、右が討議議事録（R /
D）に添付されている「プ
ロジェクトの基本計画
（マスタープラン）」と
一致しているため、R/Dの
修正が必要となること、
したがって最終的には調
査団帰国後、日本側関係
省庁の決裁を経たうえ
で、R/Dの修正にかかる文
書を日・タイ双方で署
名・交換する必要がある
ことを説明し、理解を
得、修正案をミニッツに
添付する｡

・左記に基づき、調査・協議
を実施した。

・左記を専門家チームおよび
タイ側に説明し、理解を
得、ミニッツに記載した。

・左記を専門家チームおよび
タイ側に説明し、理解を
得、ミニッツに記載した。

・左記に基づき、以下のとお
り計画管理諸表の見直し・
作成を行い、そのうえで中
間評価を実施した。

・タイ側と協議のうえ、プロ
ジェクトの要約部分を含め
見直しを実施し、ミニッツ
に添付した。
　（Annex 2）
・左記を説明し、先方の理解
を得た。

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　　イ　技術協力計画
　　　（TCP）

　　ウ　活動計画
　　　（PO）

　　エ　年次活動計画
　　　（APO）

　　オ　暫定実施計画
　　　（TSI）

　(3) 実績表の整理

・97年10月の計画打合せ調査団派遣時に
一部見直しが行われているが、各分野
により項目の分類方法が異なっていた
ことから、昨年12月の運営指導時に見
直しの方向性を提示し、これを踏まえ
てプロジェクトから見直し案が提出さ
れている。

・97年10月の計画打合せ調査団派遣時
に、POが作成されている。
・昨年12月の運営指導時に見直しの方向
性を提示し、右を踏まえてプロジェク
トから見直し案が提出されている。

・97年10月の計画打合せ調査団派遣時
に、年次活動計画（An n u a l  W o r k
Plan）が作成されているが、右は、現
在、当部が使用している計画管理諸表
の年次技術協力計画（ATCP）に近い、
各技術移転項目の移転のスケジュール
を記したものであり、活動の年次計画
とはなっていない。
・昨年12月の運営指導時に作成指針を提
示し、右を踏まえてプロジェクトから
案が提出されている。

・97年10月の計画打合せ調査団派遣時に
見直しが実施されている。

・プロジェクトにおいて以下の実績表が
整理されている。
　ア　専門家派遣実績表
　イ　研修員受入れ実績表
　ウ　機材供与実績（稼働状況）表
　エ　カウンターパート配置一覧表

・プロジェクトから提出さ
れた見直し案を協議し、
結果をミニッツに添付す
る。

・下記エとの関連で、年次
技術協力計画（ATCP）の
作成の要否についても協
議し、必要との結論に
到った場合は、99年度計
画を作成する。

・プロジェクトから提出さ
れた見直し案を協議し、
結果をミニッツに添付す
る。

・プロジェクトから提出さ
れた案を協議し、結果を
ミニッツに添付する。

・今次協議結果を踏まえ、
見直しを行い、結果をミ
ニッツに添付する。な
お、年次暫定実施計画
（ATSI）の作成の要否に
ついても協議し、必要と
の結論に到った場合は9 9
年度計画を作成する。

・左記をアップデートする
とともに、上記(2)で見直
したPDMの指標となってい
るデータについて、可能
であれば調査期間中に実
績表を作成する。
・なお、時間の制約のため
完成に到らなかった場合
は、プロジェクトに作
成・提出を依頼する。

・TCPを見直し、ミニッツに添
付した。
　（Annex 6-1、6-2）
・上記見直しとの関連で、技
術移転項目の新旧対照表を
作成し、ミニッツに添付し
た。
　（Annex 5）
・今次中間評価の結果、各技
術移転項目の大半が期待さ
れているレヴェルに到達し
ていることから、ATCPの作
成は不要と判断された。

・POを見直し、ミニッツに添
付した。
　（Annex 3）

・APO案を作成し、ミニッツに
添付するとともに、４月末
までにプロジェクトでAPOを
確定して、本部あてに送付
する旨、あわせてミニッツ
に記載した。
　（Annex 18）

・TSIを見直し、ミニッツに添
付した。
　（Annex 19）
・ATSIの代わりに、新実験棟
の建設・改修・移転を軸と
するスケジュール表（Annex
12）を作成するとともに、
右の確定版を４月末までに
プロジェクトで作成し、本
部あてに送付する旨、あわ
せてミニッツに記載した。

・実績表をアップデートする
とともに、調査団派遣実績
を取りまとめ、ミニッツに
添付した。
　（Annex 7、8、9、10）

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　(4) モニタリング・
　　評価計画書および
　　評価グリッドの作
　　成

　(5) 技術協力計画進
　　捗状況表の見直し

２　プロジェクトの進
　捗状況
　(1) 暫定実施計画
　　(TSI)の進捗状況
　　ア　日本側
　　　(ｱ) 専門家派遣

　　　　a　長　期

　　　　b　短　期

・昨年12月の運営指導時に、モニタリン
グ・評価手法について、必要となる書
式とともに説明し、評価グリッドのグ
リッドをミニッツに添付している。

・昨年12月の運営指導時に、技術移転の
進捗状況（達成度）を把握する日・タ
イ共通のツールとして技術協力計画進
捗状況表を作成し、ミニッツに添付し
ている。

・これまでの実績は以下のとおり。

・チーフアドバイザー
　幾原　敏行　(97/04/01-99/03/31)
　三木　常秀　(99/03/01-01/02/28）
・業務調整員
　松村　博之　(97/03/02-99/08/31)
・化学試験
　新元　清彦　(97/03/26-99/07/15)
　岩田　義忠　(99/03/01-01/02/28)
・物理試験・検査
　西谷　友四郎(97/03/26-99/03/25)

（97年度実績）（４名）
・機材据え付け調整（FTIR)
　加藤　元　　(97/11/09-97/11/15)
・繊維鑑別・赤外分析
　山本　修身　(97/11/25-97/12/23）
・衣料品総合検査技術
　近藤　静男　(97/11/25-97/12/23）
・品質管理マネジメントシステム
　岩田　義忠　(98/O1/12-98/03/11)

（98年度実績）（５名）
・機材据え付け調整（糸均一試験機）
　繁桝　隆　　(98/10/03-98/10/10)
・機材据え付け調整（検反機）
　堀口　正行　(98/10/13-98/10/27)
・糸試験検査
　船越　秀明　(98/10/13-98/11/27)
・生地試験検査
　東川　喜久夫(98/10/27-98/12/27)
・燃焼性試験・品質管理
　岩田　義忠　(98/10/27-98/12/27)

・今後のモニタリング・評
価計画について、タイ側
と協議し、結果をモニタ
リング・評価計画書とし
て取りまとめ、ミニッツ
に添付する。

・評価グリッドについて
は、見直したPDMに基づき
方向性を議論するととも
に、調査団帰国後、然る
べき後にプロジェクトで
原案を作成の上、提出す
るよう依頼する。

・左記表について、その後
の技術移転の進捗などに
応じ見直しを実施し、結
果をミニッツに添付する｡

・左記を実績表として取り
まとめ､ミニッツに添付す
る。

・今後の定期モニタリング
は、毎年度９月、３月に合
同調整委員会を開催して実
施することを確認し、APOに
記載した。
・モニタリング・評価計画書
は、時間的制約から作成で
きなかったため、作成方法
を専門家チームに説明し、
４月末までにプロジェクト
で作成して本部あてに送付
する旨、あわせてミニッツ
に記載した。
・評価グリッドについては、
４月末までにプロジェクト
で原案を作成し、本部あて
に送付する旨、ミニッツに
記載した。

・左記表を見直し、ミニッツ
に添付した。
　（Annex 4-1、4-2）

・実績表として取りまとめ、
ミニッツに添付した。
　（Annex 7）

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　　　(ｲ) 研修員受入
　　　　れ

　　　(ｳ) 機材供与

　　　(ｴ) 現地業務費

　　イ　タイ側
　　　(ｱ) 組　織
　　　（含むTTIとの
　　　デマケーショ
　　　ン）

（97年度実績）（３名)
・プロジェクト運営管理
　Mr.Satit Sirirangkamanont
　　　　　　(97/09/28-97/10/11)
・衣料製品試験検査
　Mr.Chaiyong Oeungkiatpairote
　　　　　　(97/09/29-97/11/29)
・繊維鑑別赤外分析
　Ms.Sararat Lerdverasirikul
　　　　　　(97/09/29-97/11/29)
（98年度実績）(３名）
・プロジェクト運営管理
　Mr.Chanudom Athicharoenkit
　　　　　　(98/08/23-98/09/15)
・物理試験検査
　Ms.Aruna Thongthavorn
　　　　　　(98/06/16-98/08/07)
・安全性試験
　Mr.Chalermpol Punkao
　　　　　　(98/06/16-98/08/07)

（96年度実績）
当年度　　　　　　　　　157万8000円
　汗試験器、分解鏡など
（97年度実績）
当年度　　　　　　　　　467万8000円
　燃焼試験機、糸強力試験機など
繰　越　 　　　 　　　　　  1827万円
　フーリエ変換赤外分光光度計、引裂試
験機、洗濯試験機など
（98年度実績）
当年度　　　　　　　　　3200万8000円
　高速液体ガスクロマトグラフ、原子吸
光分光光度計、ガスクロマトグラ
フィ、コピー機
繰　越　　　　　　　　 9918万5000円
　糸欠陥分類装置、糸均一測定装置、キ
セノンウェザーメーターなど

（96年度実績）
　59万8000円
（97年度実績）
　341万4000円
（98年度実績）
　396万7000円（予算額）

・昨年12月の運営指導時に、DIP、BISD
およびTIDの関係、TIDとTTIのデマ
ケーション、TIDの組織改編の方向性
について確認している。

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
する。

・日本研修から帰国後の、
報告会の開催の実際につ
いて聴取し、必要があれ
ば改善を申し入れる。

・日本研修への要望を聴取
する。

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
する。
・稼働状況などで問題のあ
る機材については善後策
を検討し、必要があれば
ミニッツに記載する。
・機材管理台帳について、
現状を確認する。

・現地業務費の執行管理状
況を、帳簿・備品の管理
簿などにより、確認する｡

・左記現状を、組織図など
により確認し、ミニッツ
に記載する。

・TIDの組織改編（建屋別か
ら機能別への変更）計画
（特に時期）を確認し、
ミニッツに記載する。

・実績表として取りまとめ、
ミニッツに添付した。
　（Annex 8）
・今後は帰国後ただちに帰国
報告会を実施するととも
に、研修成果を同僚を含む
他の人間へ披露し移転する
Echo Trainingの制度を確立
することを確認し、その
旨、ミニッツに記載した。
・タイ側からは特に改善要望
は出されなかったものの、
技術的自立発展性を確保す
る観点から、今後のカウン
ターパート研修については
過去に集団コースに参加し
基礎技術を修得しているカ
ウンターパートを優先して
させたい旨の要望があり、
研修事業部にも確認したう
えで、タイ側（DTEC含む）
の選考上の問題がなければ
日本側としては異存ない旨
を回答した。

・実績表として取りまとめ、
ミニッツに添付した。
（Annex 9）
・稼働状況に問題がある機材
についても、すでに善後策
が取られていることを確認
した。
・現行の機材管理台帳を確認
するとともに、写真付きの
機材維持管理台帳（案）を
提示し、プロジェクトへの
導入検討を依頼した。

・適正に執行されていること
を確認した。
・通訳傭上費および翻訳費に
ついては、本部としては必
要性が認められれば柔軟に
対応する旨、説明した。

・BISDおよびTIDの現在の組織
図を入手し、ミニッツに添
付するとともに、TID組織改
編後の組織図を４月末まで
に提出するよう依頼し、そ
の旨、ミニッツに記載した｡
　（Annex 15-1、15-2）
・TIDの組織改編については現
在、検討中であることを確
認する一方で、カウンター
パートについては機能別
（職能別）の再配置計画を
共同で作成し、ミニッツに
添付した。
　（Annex 16-1、16-2、16-3）

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　　　(ｲ) 予　算

　　　(ｳ) 人員配置

　(2) 技術協力計画の
　　進捗状況
　　ア　TCPの見直し

・昨年12月の運営指導時に、BISDおよび
TIDの予算に関する情報（暫定版）を
入手している。

・同指導時に、タイ側から、将来的に
TIDの試験検査サービスを有料化する
旨、説明を受けている。

・同調査時に、移転に伴う新実験棟の改
修費用および移転費用の出所について
は、TTIの予算（注：確保済みではな
く、費用確定後に民間企業に負担を依
頼するもの）が主たる財源である旨の
説明を受けている。

・99年３月現在のカウンターパート配置
状況は以下のとおり。
　a　管　理　　　２名
　b　物　理　　　２名
　c　化　学　　　２名
　d　事　務　　　２名
・昨年12月の運営指導時に、技術移転項
目別に担当カウンターパートを明確に
した配置表を作成した。

・前述１(2)イに記載のとおり。

・なお、R/Dに記載されてい
るタイ側実施体制は変更
になっているので、マス
タープラン変更とあわせ
て、R/Dの修正を行うこと
を説明し、タイ側の理解
を得、ミニッツに記載す
る。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに添付する（通貨
危機の影響含む）。

・左記のスケジュールにつ
いて確認する。

・左記現状を確認するとと
もに、費用が不足する場
合、我が方の負担の必要
性を検討し、必要があれ
ばミニッツに記載する。

・機材本格稼働後のメンテ
ナンスおよび消耗品にか
かる経費の措置の見込み
について、タイ側から聴
取する。

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
する。

・配置表に関し、特に精密
機器の担当を明確にする
ため、再度タイ側と協議
のうえ見直しを実施し、
結果をミニッツに添付す
る｡

・前述１(2)イに記載のとお
り見直し案を作成し、ミ
ニッツに添付する。

・左記を説明し、タイ側の理
解を得、ミニッツに記載し
た。

・左記現状を確認し、ミニッ
ツに添付した。なお、通貨
危機などの影響に関しては､
プロジェクトの活動そのも
のに影響は出ていないもの
の、建設業者がクレジット
クランチなどの影響もあ
り、資金の流動性を失った
ことから、新実験棟の建設
の遅延といった形で現れて
いることを確認した。
　（Annex 17）

・タイ側から明確な回答を得
ることはできなかった。
・有料化に着手する以前に、
試験所運営管理体制の強
化・見直しが先決であり、
それに対する支援が本プロ
ジェクトの残りの期間の協
力の中心の１つとなるとこ
ろから、その結果いかんで
あるとの印象を受けた。

・基本的には、TTIの全体の予
算の中でやり繰りすること
を確認し、その旨、ミニッ
ツに記載した（注：TTIが、
当初確保していた予算は
1000万バーツ、他方、現行
では移転経費を除いても
1780万バーツの経費が必要
と見積もられている。）。
・タイ側が機材のメンテナン
ス、消耗品および定期校正
に必要な経費を原則負担し
ていくことを確認し、その
旨、ミニッツに記載した。

・左記を実績表として取りま
とめ、ミニッツに添付し
た。
　（Annex 16-1、16-2、16-3）

・タイ側と協議し、配置表を
見直し、ミニッツに添付し
た。
　（Annex 16-2、16-3）

・見直し案を作成し、ミニッ
ツに添付した。
（Annex 6-1、6-2）

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　　イ　技術移転達成
　　　度の評価

　(3) 99年度投入計画
　　の策定

　　ア　日本側
　　　(ｱ) 専門家派遣
　　　　a　長　期

　　　　b　短　期

・前述１(5)に記載のとおり。

・昨年12月の運営指導時に、カウンター
パートのインタヴューを実施し、日本
側への要望を聴取した。

・99年２月に開催されたプロジェクト
リーダー会議で以下の概略はすり合わ
せ済みである。

・チーフアドバイザー
　三木　常秀　(99/03/01-01/02/28）
・業務調整員
　松村　博之　(97/03/02-99/08/31)
　（延長ないし後任派遣を検討）
・化学試験
　新元　清彦　(97/03/26-99/07/15)
　岩田　義忠　(99/03/01-01/02/28)
・物理試験・検査
　岩田　義忠　(99/03/01-01/02/28)
　（後任者派遣まで、兼務）
　廣澤　晃　　(99/07/01-01/02/28）
　（派遣予定）

・機器分析技術
　（1999年７月～２カ月の予定）
・編地検査
　（1999年７月～２カ月の予定）
・収縮性および耐洗濯性試験技術
　（1999年10月～１カ月の予定）
・機器分析装置据え付け（２名）
　（1999年６月～１カ月の予定）

・上記１(5)に記載のとおり
見直しを実施し、ミニッ
ツに添付する。
・時間が許せば、専門家お
よびカウンターパートの
インタヴューを実施する｡

・左記について、新実験棟
への移転計画も勘案した
うえでタイ側と協議し、
可能であれば結果をATSI
の形で添付する。

・左記のうち、業務調整員
の派遣期間について、本
人を含め現地関係者の意
向を確認する。
・専任の長期専門家が不在
の期間がある物理試験・
検査について、後任派遣
までの間の具体的なフォ
ローの方法を専門家チー
ムおよびタイ側と協議
し、必要があれば結果を
ミニッツに記載する。

・左記にて分野・期間など
問題がないか否かを確認
し、ミニッツに記載する
とともに、A1フォームの
早期発出を依頼する。

・左記表を見直し、ミニッツ
に添付した。
（Annex 4-1、4-2）
・新実験棟の建設、改修およ
び移転計画に関する協議に
時間を要したため、実施す
る余裕はなかった。

・ATSIの代わりに、新実験棟
の建設・改修・移転を軸と
するスケジュール表を作成
し、ミニッツに添付した。
（Annex 12）

・本人は延長を希望している
ことを確認した。

・当面の間、左記のとおり化
学試験分野の専門家が兼務
することを確認した。

・左記について、協議・確認
し、以下の内容で合意し、
Annex 12に記載した。

・機器分析技術
　(a) 高速液体クロマトグラ
　　フおよびガスクロマトグ
　　ラフ
　（1999年８月下旬～１カ月
の予定）
　(b) 原子吸光分光光度計
　（1999年９月下旬～１カ月
の予定）
・編地検査
　（1999年11月～２カ月の予
定）
・収縮性および耐洗濯性試験
技術
　（2000年1月中旬～２カ月の
予定）
・機器据え付け操作指導
　(a) 高速液体クロマトグラ
　　フおよびガスクロマトグ
　　ラフ
　（1999年８月中旬～１週間
の予定）
　(b) 原子吸光分光光度計
　（1999年８月下旬～１週間
の予定）
・機材据え付け（耐候試験
機）および機器校正
　（1999年８月中旬～２週間
の予定）

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　　　(ｲ) 研修員受入
　　　　れ

　　　(ｳ) 機材供与

　　イ　タイ側
　　　(ｱ) 組織
　　　(ｲ) 予　算
　　　(ｳ) 人員配置

・プロジェクト運営管理
　Mr.Suchart Intarachote
　（1999年８月～１カ月の予定）
・樹脂・染料鑑別
　Ms.Narumol Sirisongthum
　（1999年８月～２カ月の予定）
・編地および衣料品検査
　Mr.Attawut Rakkwamsook
　（1999年８月～２カ月の予定）

・先のプロジェクトリーダー会議にて以
下の機材を供与することを確認してい
る。

　a　ミクロトーム
　b　ドライクリーニング試験装置
　c　エレメンドルフ織物引裂試験機
　d　スペアーパーツ
　　(a) FTIRデーターソフト
　　(b) 顕微鏡モニターカメラ
　　(c) uv用電圧安定装置
・走査型電子顕微鏡については、必要性
とタイ側の保守管理経費負担の可能性
を吟味したうえで、検討することとし
ている。

・左記にて分野・期間など
が問題ないか否かを確認
してミニッツに記載する
とともに、A23フォームの
早期発出を依頼する。

・左記にて問題ないか否か
を確認し、ミニッツに記
載する。

・機材については、プロ
ジェクト終了後のメンテ
ナンスを考慮し、現地調
達の可能性も検討するよ
うプロジェクトに依頼す
る。
・左記について、タイ側と
協議し、結果をミニッツ
に記載する。

・前述２(1)イで確認済み。

・タイ側から、プロジェクト
の残余期間を勘案して、可
能であれば過去に集団コー
スに参加して基礎的な技術
（知識）を修得している者
を再度日本に派遣し、その
技術（知識）をより深めた
い旨の説明があり、調査団
としては、研修事業部にも
確認したうえで、タイ側で
問題（DTECなどのスクリー
ニングやTI D内のモラルハ
ザードなど）にならなけれ
ば日本側としては問題ない
旨、回答した。
・協議の結果、99年度の研修
はとりあえず以下のとおり
とすることとし、Annex 12
に記載するとともに、早急
にプロジェクト内で候補者
を協議し、必要があれば再
度研修期間などを見直した
うえで、必要書類とともに
申請するよう、依頼した。
　ａ　クレーム調査（品質苦
　　情分析）
　　　1999年６月～2.5カ月
　ｂ　樹脂・染料鑑別　
　　　1999年６月～２カ月
　ｃ　編地および衣料品検査
　　　1999年８月中旬～2.5カ月

・左記機材を購入することを
確認し、技術協力計画進捗
状況表に記載し、ミニッツ
に添付した。
・消耗品については可能な限
り現地調達するよう、また
その他の機材についても現
地調達を検討するよう依頼
した。

・本件は、タイ側というより
もむしろ、専門家チームか
らの要望であったため、調
査団から専門家チームに対
し、当面、タイ側による高
速液体クロマトグラフ、ガ
スクロマトグラフおよび原
子吸光分光光度計といった
精密分析機器のメンテナン
ス状況を見つつ、導入につ
いて継続検討することとし
たい旨を説明した。

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果



－16－

　　　(ｴ) 施　設
　　　　（新実験棟へ
　　　　の移転）

３　プロジェクト運営
上の問題点および今
後の課題
　(1) 国家開発計画な
　　どの現状

　(2) 合同調整委員会

　(3) 広　報

　(4) 共通フォーマッ
　　ト

・昨年12月の運営指導時に作成した新実
験棟建設・移転計画では、建設は今年
２月中旬に完工する予定であったが、
遅延しており、３月下旬となってい
る。
・上記の運営指導において、上述のとお
り以下の点をタイ側と同意し、ミニッ
ツに記載している。
　ａ　機材の配置
　　機材の配置は組織別ではなく、使用
　　目的（機能）別とする。
　ｂ　カウンターパートの所属部署
　　新実験棟への移転と機材の再配置に
　　伴って、他の国際的な試験機関と同
　　様に、カウンターパートを建屋ベー
　　スでなく、物理試験と化学試験とい
　　う機能別のグループに再編する。
　ｃ　日本人専門家とカウンターパート
　　移転後は、技術専門家とカウンター
　　パートはコミュニケーションを円滑
　　にするため、同じ部屋に入る。

・合同調整委員会の役割、組織について
は実施協議調査時に確認済みである
が、これまで調査団派遣時にしか開催
されていない。
・昨年12月の運営指導時に、今後は定期
モニタリングのつど（６カ月ごと）現
地主導で本委員会を開催するよう依頼
し、先方の理解を得、その旨をミニッ
ツに記載している。
・さらに、合同調整委員会にJETRO,JODC
など本プロジェクトと連携可能な援助
機関からも出席いただいて意見交換を
行うことを提案し、先方の理解を得て
いる。

・昨年12月の運営指導において、種々の
機会をとらえて積極的な広報を実施す
るように依頼し､先方の同意を得てい
る｡

・昨年12月の運営指導において、コン
ピューターを使用して各種共通フォー
マットを整備することを提案し、先方
の同意を得ている。

・機材のレイアウトととも
に､ 左記について確認す
る｡

・左記の現状および実施ス
ケジュールについて、タ
イ側と協議のうえ、結果
をミニッツに記載する。

・当該セクターにおける産
業構造改善事業の現状お
よび本プロジェクトとの
関係を聴取する。

・左記を再度確認し、必要
があればミニッツに記載
する。

・今次調査の合同調整委員
会への左記機関からの出
席を確保し、連携の可能
性などについて意見交換
を行う
　（注：手配済み。）。

・検討の現状について聴取
するとともに、特に開所
式の進行とパンフレット
の作成について計画を作
成し、必要があればミ
ニッツに記載する｡

・検討の現状を聴取すると
ともに、今後の整備スケ
ジュールを協議のうえ作
成する。

・最終的に４月中旬をめどに
完成することを確認し、ミ
ニッツに記載した。

・若干の遅延は見られるもの
の、恒温恒湿室など一部の
例外を除いて基本的には昨
年12月の運営指導の合意事
項に基づいて進んでいるこ
とを確認し、ミニッツに記
載した。

・とりあえずTTIが主導で、タ
イの繊維産業に関する情報
のデータベースを構築する
ことがIRPの優先プロジェク
トの１つとなっている。

・今後は、モニタリング・評
価のため、最低年２回は開
催することを確認し、ミ
ニッツに記載した。

・合同調整委員会に、JETROお
よびJODCの現地事務所から
も出席いただき、今後の連
携について意見交換を実施
した。

・開所式に向けて積極的な広
報を実施するよう、専門家
チームおよびタイ側に対し
申し入れを行い、理解を得
た｡

・後半期の技術移転の中心の
１つとなる試験所運営管理
（品質保証）との関連か
ら、本件の整備の重要性を
双方で再確認するととも
に、４月末までにプロジェ
クトで今後の整備スケ
ジュールを協議して提出す
ることを合意し、その旨、
ミニッツに記載した。

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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　(5) 産業界との関係

　(6) 他の機関との連
　　携

・昨年12月の運営指導において、産業界
との関係を密にする必要があること、
そのために同窓会を組織したり、関係
協会の理事会に参加したり、あるいは
工場訪問（巡回指導）を積極的に実施
することを提案し、先方の同意を得て
いる。

・前述のとおり、JETROやJODCなど日本
側関連機関および当部が生産性向上プ
ロジェクトを実施している「生産性研
究所（FTPI）」と連携することは、プ
ロジェクトの成果を効率的に発現させ
それを普及させる観点からも、有効と
考えられる。

・検討の現状および今後の
取り組みについて聴取す
る｡

・今次合同調整員会の場な
どを通じて、左記機関と
意見交換し、連携の可能
性を模索することとす
る。

・認識はわが方と一になって
いるものの、具体的な活動
として現れてはいなかった
ため、専門家チームに対
し、タイ側に対する働きか
けを強化するよう依頼した｡

・合同調整委員会のみなら
ず、工場訪問などいろいろ
な機会を捉えて、当面の
間、専門家チームがイニシ
アティブを取ってTIDのネッ
トワーク強化に努めていく
よう、依頼した。

調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果
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第３章　調査団所見（留意事項）第３章　調査団所見（留意事項）第３章　調査団所見（留意事項）第３章　調査団所見（留意事項）第３章　調査団所見（留意事項）

　今次調査は、本来、「中間評価とこれを踏まえた後半期の協力計画の策定」と「新実験棟への

移転などのプロジェクト運営上の懸案事項の協議」の２つを主要調査項目として実施したわけで

ある。

　しかしながら実際の調査においては、昨年12月の運営指導の時点で今年２月中旬には完成する

とされていた新実験棟の建設について、調査団派遣の直前に専門家チームを通して３月末まで遅

延する旨の連絡があったばかりか、調査団のタイ到着後にタイ側から６月まで遅延する可能性が

あるといった発言が寄せられたこともあり、調査の大半は新実験棟の建設・改修・移転問題に時

間を費やさざるを得なかった。

　調査団としても、協力の残余期間が２年を切った事実を考えあわせると、これ以上新実験棟へ

の建設が遅延した場合はプロジェクトの成否にかかわる大きな問題であるとして、本来はタイ側

の責で実施されるべき建設業者との交渉に同席したり、協議の席のみならず会食などの席でも、

工業振興局長をはじめとする同局幹部からの建設業者への申し入れを強く要請した。これらが功

を奏し、実質的には協議の最終段階にあたる19日までもつれ込んだものの、４月中旬には建屋を

完成させるとの約束を業者から取り付けることができた。

　今回の工事の遅延は、先般のタイの経済危機に端を発するクレジットクランチ（貸し渋り）な

どによる建設業者内の資金の流動性（Liquidity）の欠如に起因するものであり、事情やむを得

ないものではあるが、一方でその一部には前回の運営指導でもチームが指摘し、今回も後述７(1)

に記載している「コミュニケーション」の問題も少なからず影響していると考えられる。今後、

新実験棟への移転が終了するまで予断を許さないのみならず、それ以外のプロジェクトの活動に

ついても阻害要因になりかねないと懸念されるところから、専門家チームにおいては従前以上に

意を払っていただくようお願いしたい。

　一方、中間評価に目を移すと、上述のとおり新実験棟に関する諸問題に関する協議に時間の大

半を割いたため、評価自体は何とか完了し得たものの、これを踏まえた残りの協力計画の作成に

ついては一部をカバーするにとどまり、専門家チームにフォローを依頼することとなった。

　なお中間評価の結果、基本的な技術移転は順調に進んでいるものの、主にコミュニケーション

などの問題もあり、本来プロジェクトの前半期に確立されるべき「プロジェクトの運営管理体制

（各種定例会議、共通フォーマット、規約、モニタリング・評価システム、広報システム）」が

未整備であることが判明し、現状を踏まえ再構築することを確認した。

　またその関連で、ISO9000シリーズやGuide25の取得については本プロジェクトの範囲外であ

るとの立場もあり、わが方の協力方針が明確ではなかった技術移転項目“Quality Management

System”について、今後「プロジェクトの運営体制強化」という枠組みの中で重点項目として取
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り上げていくことになったことも、注目されるべき点といえる。

　さらに調査団から、その他の活動として後半期は日系企業やその他の関連試験機関とのネット

ワーク構築に重点を置くべきであると説明したところ、工業振興局幹部からもぜひそれを強化し

てほしい旨、要望があったのは印象的であった。

　今後は本調査の結果を踏まえて、積み残し事項について本邦およびプロジェクトでフォローし

つつ、プロジェクト終了に向けて技術移転が実施されていくこととなるが、その過程において以

下の点を留意すべきと考えられるところから、これを記載し、もって調査団所見としたい。

　(1) 先方の人間関係を考慮したコミニュケーションの確保

　　　本プロジェクトの関連機関は、大別すると、所管であるDIP、実施機関であるBISDおよび

TID、そしてプロジェクト終了後、TIDの試験検査部門が移管される予定のTTIがある。しか

しTIDとTTIのみ同一の建屋に位置しており、新実験棟に移転後も、BISDのDirectorの部屋

が新実験棟に設けられる可能性はあるものの、BISD自体は道路を挟んで向かいの建屋に留ま

る予定であり、まして、DIPはTIDから車で30～40分離れた工業省に引き続き在する予定であ

る。

　　　DIPの本件担当副局長であるサティット氏は、BISDの前Directorで、本プロジェクトの

Project Managerであったことから、プロジェクトの内容を熟知している。基本的に、彼が

プロジェクトに始終目配りをできていれば何の問題もないと思われるが、工業省のなかでも

中小企業支援を業務の中心としている工業振興局は、産業構造改善事業の主要Agencyの１つ

であり、局長および同氏を含む３名の副局長は多忙をきわめている状況にある（注：実際、

ミニッツ案のDIPとの協議の先方の責任者はサティット氏であったが、同氏が20～22日まで

チェンライに出張していたため、出張先にミニッツ案をFAXし、電話で協議するというやり

方を取らざるを得なかった。）。

　　　一方、現在のBISDのDirectorであるスチャート氏はきわめて好人物であるが、前任のサ

ティット氏と比較すると必ずしも能吏であるとは言い難い。重要事項の決裁はすべてサ

ティット氏の判断を仰がねばならないようであるが、できるだけそのコンタクトを先延ばし

にしようとしている印象を受けた。新実験棟の建設監理委員会の委員長はスチャート氏であ

るが、今回、工業振興局幹部と早く相談するように依頼しても当初なかなか相談してくれな

かったことなどはその証左ともいえる。

　　　プロジェクトの成果を加速度的に集積していくべき後半期において、重要事項の決裁に時

間を要したり、あるいはタイ側の判断に幅があっては致命的であると思われることから、特

に運営管理の専門家であるチーフアドバイザーおよび業務調整員には、プロジェクト・サイ

トにおいてスチャート氏やTIDのDirector（チャヌドン氏）とのコミュニケーションを十分



－20－

確保していただくとともに、両名を帯同する形で本省を足繁く訪問し、サティット氏との意

志疎通をよくしていただきたいと考える。

　　　また前回の運営指導時にも依頼したことではあるが、専門家チーム内の情報の共有化につ

いても、決裁、供覧のシステムの見直しによって対応していただくとともに、長期専門家の

数がリーダーと業務調整員を含めて４名という比較的少人数のプロジェクトであることか

ら、ある程度柔軟に各自のTORを解釈して相互補完することにより、可能な限り取りこぼし

が少なくなるよう留意していただきたい。

　(2) 広　報

　　　広報の重要性については前回の運営指導に引き続きその重要性を説明したところである

が、特に開所式に向けてパンフレットの整備、記念セミナーの実施など、効果的な広報を実

施するために準備すべき点が少なからずある。そのため専門家チームにおいては、バンコク

市にある当部をはじめとする他のプロ技案件と意見交換をしたり、調整員会議などで配布し

た資料を参照するなどして、準備を取り進めていただきたい。

　(3) 試験所比較

　　　今次協議において、先方、特にサティット氏から、技術移転が順調に進捗していることは

理解できるが、それを当事者である専門家及びカウンターパートによる評価によってのみ判

断するのではなく、可能であれば第三者によって客観的に示してほしい旨を強く要望され

た。

　　　調査団側からは、その困難さを説明しつつも、かかる要望はある意味で当然であることも

勘案し、とりあえず必要条件が整えばという付帯条件付きで、プロジェクト終了時までに他

の試験機関との比較試験を実施し、その試験結果を分析することにより、ある程度対応は可

能であるとの回答を行ったところである。

　　　このような試験所比較を技術移転の達成度を示す指標の入手手段として利用している当部

の案件の例としては、計量プロジェクト（マレイシア、シリア）があり、また、本プロジェ

クトの協力分野でも日常的には試験所比較が実施されているようである。今後、かかるアプ

ローチが可能であるか否か、可能である場合はいかなる点に留意していくべきか、また、こ

れ以外にかかる指標の入手手段はないのかといった点などについて、終了時評価に向けて国

内委員会で協議していただく必要がある。

　(4) 他の関連機関との連携

　　他の間連機関との連携の重要性についてはミニッツに記載したところであるが、特に日本側
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でいえば、JETRO、JODC、AOTSといった本セクターを支援している機関との連携は不可欠で

あるといえる。

　　　幸い、先般の運営指導時の提言を踏まえ、専門家チームがJETRO、JODCの現地事務所とも

コンタクトを開始しており、23日の合同調整委員会には両機関からの代表にもご出席いただ

いたところである。

　　　今後は、両機関のみならず、類似の検査機関であるCOPIT、日系企業、（JODC専門家を介

した形で）現地企業、あるいは業界団体との連携を強化していただくことが肝要と思われ

る。
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